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会    議    録 
(嬉野市審議会等の公開に関する要綱第９条関係) 

 

所管課 健康づくり課 

会議名 

(審議会等名) 

令和２年度  

第 1 回嬉野市の国民健康保険事業の運営に関する協議会 

開催日時 令和２年８月２７日（木） １０：００～１１：３０ 

開催場所 嬉野市中央公民館 大集会室 

傍聴の可否 ○可  ・ 不可 ・一部不可 傍聴者数  ０ 人  

傍聴不可・一部不可

の場合はその理由 
 

出 席 者 

委 員 

犬尾委員、古河委員、坂口委員、池田委員、 

光武委員、栗山委員、古賀委員、森田委員、 

藤山委員、藤田委員、宮田委員 

事務局 
市 長、市民福祉部長、健康づくり課長 

同課副課長、同課主任、同課主事 

その他  

会議の議題 別紙のとおり 

配布資料 第１回嬉野市の国民健康保険事業の運営に関する協議会資料 

審議等の内容 別紙のとおり 
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審 議 等 の 内 容 
(嬉野市審議会等の公開に関する要綱第９条関係) 

 

所管課 健康づくり課 

議 題 

第１号 嬉野市国民健康保険事業の状況について（報告） 

第 2 号 令和元年度嬉野市国民健康保険決算の状況 （報告） 

第 3 号 その他 

内 容  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

審議経過 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市長 

 

 

 

市長 

 

会長 

 

事務局 

 

会長 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

（委嘱状交付） 

４月１日付樋口委員から近藤委員、谷口委員から光武委員、蒲原委

員から宮田委員に委員交代したことによるもの。 

 

（市長あいさつ） 

 

（会長あいさつ） 

 

（会議成立の報告） 

 

（会議録署名委員の選任） 

署名委員を保険医代表として古賀委員、被保険者代表を藤田委員

に選任してよいでしょうか。 

 

≪異議なし≫ 

 

議題第１号「令和元年度の嬉野市国民健康保険事業の状況について」

説明 

（国保加入状況） 

国保加入数は、年々減少傾向が続いていまして、令和元年度平均

世帯数は３，５１８世帯、平均の被保険者数は５，８９６名です。 

 

（税率及び収納状況について資料より説明） 

令和元年度の収納率は９４．３８%で前年度と比べ０．３６ポイ

ントの増です。滞納繰越分では、収納率が１７．３１%で前年度と比

較して、０．０５ポイントの減です。 

平成３０年度以降の税率は、県より示される当市の標準保険税率
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審議経過 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

委員 

  

を参考に、当協議会でご審議いただき、令和２年度で改定しました

が、平成３０年度から令和元年度間では税率は据え置きでした。平

成３０年度から令和元年度の税率等変更点は、課税限度額分で医療

分が３万円の増となり、全体の賦課限度額が９６万円となっていま

す。 

 

（国保の保健事業） 

 国保人間ドック・脳ドック事業について。これは国保の方の３０

歳から６５歳までの方の中で５歳刻みの対象者に対して実施をして

いる事業です。若年者の受診が少ない状況です。 

 

（特定健診事業） 

例年通り個別健診と集団健診、毎日健診を行っています。対象者

は、４，０８８人、そのうち２，０４９名の方に受診していただき、

受診率は７月３１日の速報値で５０．１％です。令和元年度は業者

委託で行った未受診者勧奨事業と医療機関の皆さまにご協力いただ

き未受診者健診の回数を1回増やしたことにより受診率が大きく上

がり毎年掲げている市の目標値に初めて到達することができまし

た。 

特定健診の結果からは男性・女性どちらも「血糖異常」の方が多い

結果となっており、前年度と比較しても男女とも約10％上昇しまし

た。これまで以上に糖尿病の重症化予防に取り組んでいかなければ

と思っています。 

特定保健指導は特定健診を受けられた方のうち１０．１％である

２０７名が対象で前年度から３０名ほど増えています。最終評価ま

で終了した方の割合は５７．０％で、まだ終了していない方がいら

っしゃるので、こちらも最終評価を済ませ実施率をあげたいと思い

ます。 

 

（令和２年度の事業計画） 

特定健診のうち集団健診は昨年から回数を 1 回増やし、全６回実

施します。未受診者健診も昨年同様１０月と１月に実施します。昨

年度の新たな取り組みとして行った未受診者勧奨事業も継続し対象

者に合わせた個別通知を未受診者健診前の２回発送します。 

特定保健指導について、今年度は訪問に力を入れており、より対

象者の生活状況が見える自宅にて保健指導を実施します。 

 

区長職に対して特定健診受診勧奨協力の要望がされますが、どう

いったことをすればいいですか。 
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審議経過 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員 

 

地区には国保の方ばかりではないので声をかけづらいというご意

見をいただいていますが、地区で集まる機会に国保ではこういった

取り組みをしているといった声掛けをお願いしているところです。 

 

議題第２号 

「嬉野市国民健康保険決算の状況について」説明 

国民健康保険税全体の歳入に占める割合は、わずか１６．８%で、

歳入のほとんどが県からの交付金で賄われている状況です。 

歳出については、保険給付費、高額療養費、療養給付費等含めて

保険給付の支払いが６８．９%を占めているということで、今後税

の収納率を上げるという目標で歳入を増やしながら、県への納付金

の負担額を下げるため、医療費が増加しないよう、更なる医療費適

正化のため、保健事業等の取り組みが必要になると思っています。 

国民健康保険税の決算総額は前年度より減額になっています。収

納率は上がっていますが、被保険者の減少などにより、国保税を課

税して受け入れる調定額の金額自体が減少しているということもあ

り、収入額が減少している状況です。繰入金は、一般会計からの繰

入が９３０万程の減です。主なものとしては、財政安定化支援事業費

及び出産育児一時金の減によるものです。 

国民健康保険基金繰入金は、１，６８０万程の減です。平成３０年か

ら県広域化となり財政運営の主体が県になったことにより、市の負担が

軽減されたため、基金の取り崩し額が少なくなったことによるもので

す。 

繰越金は３０年度国保会計からの決算剰余金を１億３，９９３万１千

円計上しています。 

歳出について主なものは保険給付費です。令和元年度と比較すると

６千９００万程度の増額となり国保加入者が減少している中、本来であ

れば医療費は下がるかと思われますので、１人当たりの医療費は上昇し

ています。 

保健事業費は、７００万円程度の増額です。令和元年度より新たに特

定健診の受診率向上を目的として未受診者勧奨事業を業者に委託して

実施しており、委託費用及び受診勧奨により受診率が伸びたことが増の

主因です。 

令和元年度決算の歳入総額の３６億９，７７２万９，８６５円に対し、

歳出合計は３６億６，９１７万７，６８９円で、『歳入・歳出差引額』

収支が２，８５５万２，１７６円という決算です。 

 

最終予算と決算額はどのような違いですか。 
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審議経過 

 

 

事務局 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 委員 

  

 

事務局 

 

 

 

会長 

 

事務局 

 

 

 

年度途中の補正があるのですが、最後の３月補正を反映した予算が最

終予算です。余剰金については来年度に繰越して保険給付費にあてた

り、基金に積み立てたりします。 

 

被保険者数が減少しているが一人当たり医療費は増えているという

説明の補足ですが、嬉野市国保の被保険者数が年々２００人くらい減っ

ています。その中で６５歳~７４歳以下の被保険者数は年々増えていま

す。被保険者数５，７６１名のうち６５歳～７４歳以下いわゆる前期高

齢者の割合が４４．５４％となっています。この層の方が増えていると

いうことは、医療費を多く使う方々が増えていることになります。これ

が、被保険者数が減っているが医療費が増えている要因といえます。こ

の層の医療費増を抑えるためにも保健指導等を強化したいと考えてい

ます。 

 

団塊世代の被保険者が後期高齢者医療保険の対象となる２０２５年

問題ですが、これについてどのように推計されていますか。 

 

現在の年齢構成にあわせて１歳刻みで推計されています。７５歳以上

の後期高齢者医療については、佐賀県後期高齢者医療広域連合が主体と

なり運営しており、市町では窓口業務を行っています。 

 

議題のその他について事務局からお願いします。 

 

議題（３）『今後のスケジュールについて』説明 

     『マイナンバーカードの健康保険証利用についての周知』 

 

（閉会） 

 

 


